
 

各機関の実施事業等 

 

・全国消防長会 １ 

・日本消防検定協会 ３ 

・一般社団法人 日本火災報知機工業会 ２５ 

・ガス警報器工業会 ２８ 

・財団法人 日本消防協会 ２９ 

・財団法人 日本防火協会 ３１ 

・財団法人 日本防火・危機管理促進協会 ３２ 

  

資料３ 



 



住宅用火災警報器設置推進事業（全国消防長会） 

 

１．全国消防長会の重点的取組 

 住宅用火災警報器の設置推進に係る消防本部間の情報共有及び情報提供等 

 

２．平成 23 年度実施中事業 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

住宅用火災警報

器設置推進連絡

会による検討 

全国消防長会各支部（９支部）及び都府県消防長会（北海道

は５地区協議会）において、住宅用火災警報器設置推進連絡

会を開催し、設置推進に係る推進状況、各消防本部における

取組状況、問題点等について情報交換を行う。 

会議等における

情報交換 

全国消防長会で開催する各種会議において、住宅用火災警報

器設置推進に関する取組状況等について情報交換を行い、結

果について全国の消防本部に情報提供を行う。 

全国消防長会情

報管理システム

等による情報提

供 

全国消防長会情報管理システム及び機関紙において、住宅用

火災警報器設置推進の取り組み等に関する情報を継続的に

掲載する。 
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じゅうじゅう議による検討 住宅用火災警報器設置推進に係る全国消防長会実施事業（平成２３年度）

住
宅
用
火
災
警
報
器
設
置
推
進
連
絡
会
に
よ
る
検
討 

   【東近畿支部】（平成２３年６月２日） 

   ○情報提供 

   ・住宅用火災警報器設置推進強化月間の実施について 

   ○情報交換 

   ・連動型住宅用火災警報器に係る住民指導について 

   ・５項イ、６項ハに掲げる用途に供される部分が存ずる防火対象

物で自動火災警報器の設置が義務とならない対象施設への連

動型住宅用火災警報器の規制について 

   ・住宅用火災警報器設置義務化前後の活動について 

   ・「知覚障がい者対応型住宅用火災警報器の普及支援事業」につ

いて 

   ・住宅用火災警報器の普及推進に係る奏功事例の活用について 

各
支
部
連
絡
会
（
一
部
紹
介
） 

【千葉県消防長会】（平成２３年８月５日） 

○情報提供 

・平成２３年度における緊急雇用対策創出事業に係る「住

宅用火災警報器普及啓発事業」について 

○情報交換 

・住宅用火災警報器の電池切れ警報等の対応について 

・完全義務化後における住宅用火災警報器の普及啓発活動

について 

【和歌山県消防長会】（平成２３年７月８日） 

○審議事項・情報交換 

・住宅用火災警報器設置義務化後の設置促進活動について 

・県全体における住宅用火災警報器設置推進広報の実施に

ついて 

・今後の住宅用火災警報器設置推進連絡会の開催について 

・住宅用火災警報器の設置についてのマスコミ対応につい

て 

各
消
防
長
会
連
絡
会
（
一
部
紹
介
） 

情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
等
に
お
け
る
情
報
提
供
等 

会議・委員会における情報交換等 

○全国消防長会各種会議及び全国消防長会予防委員会にお

いて、各消防本部間の情報交換を行い、その結果について、

機関紙等で各会員に周知する。 

○全国消防長会情報管理システム及び機関紙等を活用して、住宅用火災警

報器設置推進に係る情報提供を実施する。 

※参考 全国消防長会情報管理システムトップページ 
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住宅用火災警報器設置対策事業（日本消防検定協会） 

 

１．日本消防検定協会の重点的取組 

住宅用火災警報器に係る認証業務の改善等に資する調査研究等 

  

２．平成 23 年度実施中事業 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

住宅用火災警報

器の設置効果及

び維持管理等に

係る調査研究 

住宅用火災警報器に関する設置に伴う効果の評価の検討を

行うとともに、設置後の維持管理、取替え、回収・廃棄の適

切な方法等について調査研究を実施する。 

①住宅用火災警報器の設置効果 

②住宅用火災警報器の維持管理等 

③その他住宅用火災警報器設置後に関する事項 

住宅防火対策推

進事業 

住宅防火対策推進の観点から、住宅用火災警報器に加え、住

宅用消火器、エアゾール式簡易消火具等の住宅で用いる防火

製品の現状を把握するとともに、適正な設置の推進を図る。
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「住警器需要・普及予測等調査研究報告書」抜粋 

 

 

平成２１年度版 

 

 

・設置消極層に関する部分 

 

第１章 需要・普及予測手法の検討 

４ アンケート調査結果 

４－３ アンケート結果（予測モデルへの反映の基準となる数値の導出） 

（３）インターネット調査、シンポジウム調査、(財)全国消防協会調

査の比較 

④ 設置拒否層の割合 （４７頁） 

   ４－４ 住警器の設置率、設置拒否層、設置個数と関連する要因の検討 

（２）設置拒否と関連する要因 （５２頁） 

 

注意：当該報告書では「設置拒否層」と記載されています。 
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平成２２年度版 

 

 

・設置消極層に関する部分 

 

第１章 住警器の需要・普及予測手法の開発・検証等 

７ まとめ 

７－３ 今後の課題 

・ 設置に対して消極的な層を減少させるための政策などについて 

（１００頁） 

 

 

・提言、今後の課題に関する部分 

 

第４章 まとめ 

２ 提言 （２０２頁） 

３ 今後の課題 （２０３頁） 
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住宅用火災警報器設置推進事業（一般社団法人日本火災報知機工業会） 

 

１．一般社団法人日本火災報知機工業会の重点的取組 

 住宅用火災警報器の性能や効果に係る広報等 

 

２．平成 23 年度実施中事業 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

光警報装置のリ

ーフレットの追

加作成【別添】 

高齢者や聴覚障がい者の方へ火災警報が有効に伝わるよう、

住宅用火災警報器の作動と連動する光警報装置についての

紹介リーフレットを３万部追加作成した。 

住宅防火対策推

進シンポジウム

への協力【別添】 

平成 23 年度に開催されるシンポジウムに説明員を派遣し、

展示パネルによる機器の展示・説明、冊子配布等による普及

促進活動を実施。 

字幕入り「住宅用

火災警報器のは

たらき」の DVD 作

成【別添】 

煙式住宅用火災警報器の仕組み及び機能とともに、どの程度

の煙で火災警報を発するかを説明した DVD に字幕を追加し、

高齢者や聴覚障がい者の方に、より分かりやすく説明する。

ホームページに掲載予定。 

住宅用火災警報

器相談室の運営

【別添】 

フリーダイヤル（0120-565-911）による相談室を継続して運

営し、各種相談に対応する。（平成 22 年度の相談件数：6,828

件） 

社会貢献事業へ

の住警器の提供

【別添】 

（社）全国消防機器協会の社会貢献事業に住宅用火災警報器

を寄贈する。（全国 20 地区に対して合計 2,000 個） 
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【別添（一般社団法人日本火災報知機工業会）】 

 

○光警報装置のリーフレットの追加作成 

        (表面)                    (裏面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住宅防火対策推進シンポジウムへの協力 

（住警器の説明）               （展示品） 
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○字幕入り「住宅用火災警報器のはたらき」の DVD 作成 

       
 

 

○住宅用火災警報器相談室の運営 

住宅用火災警報器について一般の方からの問い合わせを受けるためフリーダイヤルに

よる相談室を継続して運営する。 

（相談件数）       （相談内容：平成 22 年度の件数順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○社会貢献事業への住警器の提供 

社団法人全国消防機器協会の社会貢献事業に煙式住宅用火災警報器を寄贈。 

     （事業イメージ）           （寄贈実績） 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度  ３地区に 合計 1,000 個 

平成 17 年度 10 地区に 合計 2,000 個 

平成 18 年度 15 地区に 合計 2,000 個 

平成 19 年度 20 地区に 合計 2,000 個 

平成 20 年度 20 地区に 合計 2,000 個 

平成 21 年度 29 地区に 合計 4,000 個 

平成 22 年度 30 地区に 合計 4,000 個 
 

平成 16～22 年度の計 

127 地区に 合計 17,000 個

平成 17 年度  5,717 件  

平成 18 年度  8,385 件  

平成 19 年度  6,320 件  

平成 20 年度  10,165 件  

平成 21 年度  6,798 件  

平成 22 年度   6,828 件 

平成 23 年度※     3,667 件 

※平成 23 年 4～7 月までの計 

① 設置場所に関すること 

② 種類に関すること  

③ 販売店等に関すること 

④ 条例の内容等 

⑤ 販売価格に関すること 

⑥ 設置義務違反罰則の有無 

一般社団法人日本火災報知機工業会

平成 23 年度は、20 地区に合計 2,000 個を

予定 

字幕を追加 
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住宅用火災警報器設置推進事業（ガス警報器工業会） 

 

１ ガス警報器工業会の重点的取組 

  住宅用火災・ガス・ＣＯ警報器の性能や設置効果に係る広報 

 

２ 平成 23 年度実施中事業 

事

業

№ 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

1 

ポスターの作成・

配布 

ポスター「住宅火災・ガス・ＣＯの３つの機能で安心」

及び「ガスもれ事故防止の手引き」を作成してＬＰガ

ス、都市ガス、簡易ガス事業者及び関係団体に配布。

2 

警報器等の一般紙

への広告 

秋の火災予防運動に併せ、ＣＯの注意喚起と「住宅用

火災・ガス・ＣＯ警報器」について全国版に広告を掲

載する。 

3 

住宅防火対策推進

シンポジウム等で

の展示・説明 

住宅防火対策推進シンポジウムその他展示会等で「住

宅用火災・ガス・ＣＯ警報器」の展示・説明を実施す

る。 

4 

警報器の期限(維

持)管理アドバイ

ザーの養成 

ＬＰガス事業者等が実施する講習会を通じ受講者に

ガイドブック「つけててよかったね！警報器」を配布

し、警報器の普及と期限(維持)管理アドバイザーの養

成をおこなう。 

5 

高齢者等要介護世

帯向けの対応チラ

シ作成・配布 

全国で開催されるケアマネジャー研修会で「介護職員

なら知っておきたいＣＯの常識」チラシを配布。ケア

マネジャーから介護職員に配布予定。 
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住宅用火災警報器設置推進事業（財団法人 日本消防協会） 

 

１ 財団法人 日本消防協会の重点的取組 

 消防団による住宅用火災警報器普及活動の支援 

 

２ 平成 23 年度実施中事業 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

ラジオ放送によ

る広報【別添】 

ニッポン放送をキー局とした全国 30 局ネットで、消防応

援団の方々にゲストとしてご出演いただいているラジオ番

組『おはよう！ニッポン全国消防団』において、住宅用火災

警報器の設置促進及び適正な維持管理等を中心に住宅防火

対策全般について広報を実施しており、平成 23 年度中に計

52 回の放送を予定している。（毎週土又は日放送） 

研修及び各種イ

ベント等の機会

を捉えた住警器

の普及並びに住

宅防火対策の推

進 

 消防団員指導員研修及び全国女性消防団員活性化大会等

において住警器の効果的な普及活動について情報交換を行

うとともに、消防操法大会等のイベント及び平素の消防団活

動等あらゆる機会を通じて住宅防火対策を推進している。 
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【別添（財団法人 日本消防協会）】 

 

○ラジオ放送 
ニッポン放送をキー局として、ラジオ番組「おはよう！ ニッポン全国消防団」を全国 30 局ネッ

トで毎週放送。消防応援団の方々をゲストパーソナリティに迎え、消防団の活動を広報し理解を深
めるとともに、住警器設置の推進及び適正な維持管理を PR している。 
〔放送期間〕平成 23 年４ 月から平成 24 年３ 月（１ 年間） 
〔放送時間〕毎週（土）又は（日）10 分番組 
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住宅用火災警報器設置推進事業（財団法人 日本防火協会） 

 

１ 財団法人 日本防火協会の重点的取組 

 婦人(女性)防火クラブによる活動の支援 

 

２ 平成 23 年度実施中事業 

事業名 平成 23 年度実施中事業（実績を含む。） 

住警器の維持管

理等及び未設置

の要因に関する

調査 

住警器の維持管理等及び未設置の要因に関するアンケート

調査を婦人(女性)防火クラブ員の訪問調査により実施する。

住警器の普及促

進調査 

婦人(女性)防火クラブ及び地域の関連団体等を通じて住警

器の設置に関する相談事例等を調査するとともに、関連団体

等との連携状況の実態を調査する。 

住警器設置促進

のための啓発資

材の提供 

 

婦人(女性)防火クラブや関係団体に対し、いわゆる奏功事例

集である「婦人(女性)防火クラブによる住宅用火災警報器の

設置効果集」等を配付する。 
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住宅用火災警報器設置推進事業((財)日本防火・危機管理促進協会) 

 

１．（財）日本防火・危機管理促進協会の重点的取組 

住宅防火対策推進協議会の事務局として広く住宅用火災警報器の普及啓発等を実施  

 

２．平成 23 年度事業予定 

事業名 平成 23 年度予定 

住宅防火対策推

進シンポジウム

の開催【別添】 

消防団や婦人（女性）防火クラブ、自主防災組織、町内会等

の地域防災組織のリーダー等に対し、住宅防火の基礎知識の

普及や共同購入等の先進的取組みの紹介、住宅用火災警報器

などの展示・説明等を実施する予定。全国 3 カ所（鳥取県、

島根県、新潟県）で開催する。 

防災まちづくり

大賞事業【別添】 

地方公共団体や消防団、婦人（女性）防火クラブ、自主防災

組織、事業所等を対象に「住宅防火部門」等の優良事例（住

警器設置促進等を含む）を募集し、総務大臣賞などの表彰を

行う。 

住宅用防災機器

等展示会出展事

業【別添】 

高齢化社会における住宅防火意識の高揚を図るため、「国際福

祉機器展Ｈ.Ｃ.Ｒ」に出展し、日本火災報知機工業会、日本

消火器工業会、日本消火装置工業会、日本防炎協会、ガス警

報器工業会及び消防試験研究センターと協力して、住宅用火

災警報器などの展示・説明等を実施。 

高齢者等への住

宅防火対策モデ

ル事業【別添】 

高齢者や障害者宅に住警器等を設置するとともに、避難補助

者等に通報する装置を設置する事業を実施し、高齢者等の避

難を補助する方策等をアンケートにより確認する。 

(消防本部への提示は１０月頃予定) 

子ども向け住警

器設置促進用シ

ールの作成【別添】

 

子どもに人気のある漫画キャラクター「クレヨンしんちゃん」

を使ったＰＲ用のシールを作成し、消防本部等に廉価で販売

し、子どもを通じて家族への住警器設置促進を図る。 
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○住宅防火対策推進シンポジウム 

（パネルディスカッション（鳥取８月９日））   （新聞記事（鳥取）） 

参加人員４０５人 

 
○防災まちづくり大賞事業（昨年度の例） 

住宅防火部門では、以下の３ 事例を表彰。 

①総務大臣表彰 

戸畑消防団（北九州市）「全国初の動く！ 光る！ 防 

火劇「ﾊﾟﾈﾙｼｱﾀｰ」で住警器を PR。空き缶のﾌﾟﾙﾀﾌﾞ 

の売却金で住警器を購入。団員がﾎﾞﾗﾝﾃｨｱで設置。」 

②消防庁長官表彰 

宿根木自治会（佐渡市）「受け継ぐ拍子木「地域 

ぐるみの防災活動」」 

③日本防火・危機管理促進協会理事長表彰 

株式会社ワコール（京都市）「住警器設置促進に関する企業の取り組み」 

 

○住宅用防災機器等展示会出展事業（昨年度の例） 

平成 22 年 9 月 29 日から 10 月 1 日の 3 日間、東京国際

展示場（東京ビッグサイト）で開催された「第 37 回国際福

祉機器展」に、住宅用火災警報器設置促進、住宅用消火器、

住宅用スプリンクラー及び防炎品等の普及促進を主体とし

た住宅用防災機器等の展示と住宅防火意識の高揚を図るた

めの広報等を目的に出展。 

○高齢者等への住宅防火対策モデル事業（昨年度

【別添（（財）日本防火・危機管理促進協会）】
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の例） 

火災発生時に避難などの対応が困難となり易い高齢者や障害者を対象として、住宅用火災警報

器及び音と光で警報する補助警報装置を設置するとともに、高齢者等の避難を補助する者に通報で

きる装置を設置する事業をモデル事業として都道府県経由で消防機関に提案し、避難補助者の要

件、今後の改善点などをアンケートにより確認する。 

 

（システム構成図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施工消防本部及び設置組数） 
 
No. 消防本部名 組数  No. 消防本部名 組数

1 西胆振消防組合消防本部 12  13 山辺広域行政事務組合消防本部 15 

2 八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部 20  14 隠岐広域連合消防本部 15 

3 北上地区消防組合消防本部 20  15 倉敷市消防局 20 

4 仙南地域広域行政事務組合消防本部 15 
 

16 伊予消防等事務組合消防本部 15 

5 湯沢雄勝広域市町村圏組合消防本部 20  17 南国市消防本部 20 

6 会津若松地方広域市町村圏整備組合消防本部 15  18 大牟田市消防本部 20 

7 小田原市消防本部 20  19 伊万里市消防本部 20 

8 村上市消防本部 20  20 対馬市消防本部 15 

9 奥能登広域圏事務組合消防本部 20  21 上益城消防組合消防本部 20 

10 上野原市消防本部 15  22 大島地区消防本部 15 

11 北アルプス広域消防本部 20  23 糸満市消防本部 15 

12 加西市消防本部 17  合    計 404

 

 

 

 

 

住宅用火災警報器 無線 

高齢者等宅 避難補助者宅 補助警報装置 
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○子ども向け住警器設置促進用シールの作成 
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住宅防火対策推進シンポジウムの参考資料１ 

 

住宅防火対策推進シンポジウム開催状況および住警器の普及率の推移 

                               平成 23 年８月現在 

開催地 開催年月日 
       住警器の普及率（％） 

20 年 6 月 21 年 3 月 21 年 12 月 22年6月 22 年 12 月 23年6月

東京都ニッショウホール 18.6.1 60.9 70.2 66.2 76.9 79.3 88.3 

大阪府吹田市 18.6.22 3.4 10.4 27.4 30.0 59.5 68.2 

北海道札幌市 18.10.17 60.9 76.5 82.4 84.5 84.0 85.2 

山口県山口市 18.10.27 26.0 39.7 36.6 45.7 51.8 65.9 

大阪府堺市 18.11.7 31.3 47.1 47.1 62.5 64.5 66.8 

宮城県仙台市 18.11.15 54.4 84.1 82.4 88.0 88.0 90.9 

広島県広島市 19.1.16 5.6 48.5 57.4 52.8 55.1 76.9 

千葉県千葉市 19.6.1 53.7 68.8 78.7 80.3 81.5 85.1 

三重県津市 19.6.29 26.2 65.4 58.6 56.0 69.5 77.1 

埼玉県さいたま市 19.7.17 38.1 43.5 62.7 75.1 72.4 73.5 

石川県金沢市 19.7.31 62.2 74.3 74.2 80.6 83.0 85.7 

熊本県熊本市 19.9.5 10.6 45.5 44.4 46.9 65.8 67.6 

兵庫県姫路市 19.10.5 26.3 27.6 40.2 43.3 52.6 64.1 

山梨県甲府市 19.10.15 3.4 29.3 27.4 34.1 47.0 53.9 

新潟県新潟市 19.11.14 14.5 29.0 31.5 48.7 51.4 53.9 

愛知県豊橋市 19.11.22 45.4 37.8 44.4 51.9 44.7 72.7 

福島県郡山市 19.11.27 19.7 36.6 41.4 55.4 63.9 66.0 

茨城県水戸市 19.12.18 3.4 18.5 39.0 43.8 51.8 48.1 

青森県青森市 20.5.9 19.9 62.3 74.9 77.1 86.6 88.8 

岩手県奥州市 20.5.17 24.2 55.3 73.4 83.2 81.2 85.6 

富山県富山市 20.5.22 26.1 56.4 58.6 71.6 80.7 75.6 

奈良県奈良市 20.6.18 43.3 39.4 57.0 65.3 68.3 72.2 

滋賀県栗東市 20.7.17 35.6 65.5 73.7 72.8 73.8 73.8 

長崎県長崎市 20.8.22 21.0 51.4 71.5 77.3 79.2 82.8 

福岡県福岡市 20.9.3 40.0 46.4 72.2 77.0 79.1 85.1 

静岡県浜松市 20.9.26 16.1 30.2 66.1 69.9 72.9 69.8 

福井県福井市 20.10.9 15.7 23.2 44.8 54.5 65.9 92.5 

長野県松本市 20.10.21 11.7 31.5 65.7 66.1 69.8 73.7 

京都府宇治市 20.11.7 13.7 23.2 38.1 46.5 64.2 66.3 

宮崎県宮崎市 21.7.24 25.4 34.7 42.5 45.4 47.1 64.5 

岡山県岡山市 21.8.7 3.4 25.0 34.1 40.5 46.1 57.3 

鳥取県米子市 21.8.28 8.0 10.2 28.0 40.8 38.2 47.8 

北海道函館市 21.9.9 3.4 5.2 37.8 43.7 51.5 75.5 
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住宅防火対策推進シンポジウムの参考資料１ 

 

開催地 開催年月日 
         住警器の普及率（％） 

20 年 6 月 21 年 3 月 21 年 12 月 22年6月 22 年 12 月 23年6月

群馬県前橋市 21.9.30 29.6 43.5 45.4 60.4 64.3 66.5 

秋田県秋田市 21.10.8 22.0 24.1 40.4 45.8 55.0 71.2 

和歌山県和歌山市 21.10.27 38.4 39.4 50.0 53.7 63.0 66.8 

大阪府大阪市 21.10.30 45.4 52.5 63.2 64.9 71.9 78.5 

島根県松江市 21.11.9 8.9 11.3 21.5 41.1 53.9 74.3 

山口県下関市 21.11.26 13.2 32.9 45.9 49.3 61.4 68.9 

香川県高松市 22.1.13 18.1 38.6 22.0 52.4 57.0 72.1 

佐賀県佐賀市 22.1.22 9.5 12.8 26.4 40.4 51.5 64.8 

滋賀県長浜市 22.2.6 3.4 26.6 27.5 34.7 69.3 72.4 

神奈川県川崎市 22.2.12 12.5 24.5 32.1 56.4 64.7 75.3 

北海道旭川市 22.2.21 24.9 23.7 42.1 44.8 47.4 49.9 

岐阜県岐阜市 22.3.5 17.6 37.6 36.1 49.6 50.2 63.9 

山形県山形市 22．7.7 9.2 13.8 52.5 52.6 62.6 77.0 

高知県高知市 22．7.13 3.4 13.2 39.9 31.5 60.7 57.6 

静岡県静岡市 22．8.12 17.4 31.8 56.2 57.6 58.0 54.7 

神奈川県相模原市 22．8.19 13.5 22.3 41.1 45.8 66.3 70.6 

北海道釧路市 22．8.25 28.3 34.1 41.8 45.7 58.2 67.9 

徳島県徳島市 22．9.3 3.4 5.2 38.4 47.0 61.0 60.4 

島根県益田市 22．9.19 19.7 33.4 43.3 38.0 40.5 58.1 

滋賀県彦根市 22.10.16 17.9 14.0 30.4 31.6 32.7 73.9 

北海道小樽市 22.10.29 3.4 31.4 43.1 43.3 55.5 62.3 

福島県南相馬市 22.11.14 3.4 40.2 35.6 39.0 51.4  

愛媛県松山市 22.11.27 29.3 50.8 48.2 49.0 55.2 58.1 

鹿児島県鹿児島市 22.12.18 33.5 41.5 65.2 66.9 69.0 82.1 

沖縄県宜野湾市 22.12.22 3.4 5.2 41.8 43.8 45.6 51.6 

兵庫県多可町 23.1.28 40.1 35.9 13.0 29.8 34.9 52.5 

栃木県宇都宮市 23.2.1 36.3 48.9 67.0 72.8 78.7 75.1 

佐賀県伊万里市 23.2.13 17.0 20.8 57.5 57.4 68.5 70.8 

大分県大分市 23.3.3 16.3 18.8 37.7 37.9 48.0 75.8 

大阪府箕面市 23.5.19 9.8 21.3 54.5 55.6 60.9 70.5 

鳥取県鳥取市 23.8.9 24.5 19.8 20.4 32.9 39.8 64.9 

備考 １ 開催都市消防本部管内の普及率を示したもの（６４消防本部） 

   ２ 平成 20 年 5 月に開催された青森市以降の都市のうち、開催前後１年以内に１５％

以上普及率が上昇したケースを    で色分けしている（４６消防本部中３０

消防本部）。 

３ 水戸市以前の開催都市で平成 19 年以前の普及率が明らかでないため、上記 2 の

「開催前後 1 年以内に１５％以上普及率が上昇したケース」の対象としていない。 
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住宅防火対策推進シンポジウムの参考資料２

１会場別参加者数

開催都市 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計
参加者数 380 282 274 312 421 338 397 323 2727

２ アンケート回答者（1291名）に係る分析
（１）性別
性別 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計 左構成比率

女性 66 111 39 15 126 103 81 18 559 43%
男性 89 37 90 156 68 66 100 124 730 57%
その他・無回答 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0%
計 155 148 129 172 194 170 181 142 1291 100%

（２）年齢別
年齢別 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計 左構成比率

２０歳未満 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0%
２０代 7 3 20 42 4 3 2 11 92 7%
３０代 20 12 4 28 7 11 8 21 111 9%
４０代 23 13 15 17 4 13 22 26 133 10%
５０代 57 41 35 67 31 46 68 48 393 30%
６０歳以上 48 79 53 18 148 94 81 34 555 44%
その他・無回答 0 0 2 0 0 3 0 1 6 0%
計 155 148 129 172 194 170 181 142 1291 100%

（３）　所属別
参加者所属 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計 左構成比率

行政職員 5 3 1 1 0 6 1 4 21 2%
消防職員 37 27 45 116 18 23 7 41 314 24%
消防団員 26 1 10 13 14 25 81 50 220 17%
婦人（女性）防火クラブ 56 110 32 0 73 99 60 9 439 34%
市民防災組織 4 0 12 1 46 4 0 3 70 5%
消防関係機関 3 3 6 16 3 1 5 6 43 3%
事業所関係 15 2 10 11 0 1 13 3 55 4%
一般の方 6 2 4 5 15 5 14 11 62 5%
その他 3 0 5 8 24 4 0 15 59 5%
無回答 0 0 4 1 1 2 0 0 8 1%
計 155 148 129 172 194 170 181 142 1291 100%

（４）　今後の活動に役立つか
項目 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計 左構成比率

大いに役立つ 39 48 27 52 78 35 53 25 357 28%
役立つ 101 92 70 105 107 87 116 105 783 61%
どちらとも言えない 8 5 7 8 4 7 11 8 58 4%
役立たない 1 0 3 0 0 0 0 1 5 0%
無回答 6 3 22 7 5 41 1 3 88 7%
計 155 148 129 172 194 170 181 142 1291 100%

（５）　他の人に伝えたいか
項目 山形市 高知市 静岡市 相模原市釧路市 徳島市 益田広域彦根市 合計 左構成比率

大いに伝えたい 28 38 26 41 60 27 34 21 275 21%
伝えたい 114 102 72 113 115 94 130 110 850 66%
どちらとも言えない 8 6 8 10 10 7 13 9 71 5%
伝えない 1 0 3 0 4 0 1 1 10 1%
無回答 4 2 20 8 5 42 3 1 85 7%
計 155 148 129 172 194 170 181 142 1291 100%

           　 平成２２年度住宅防火対策推進シンポジウムアンケート集計概要
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